
国 立 大 学 法 人 京 都 大 学 の 組 織 に 関 す る 規 程 新 旧 対 照 表 

改   正   前 改   正   後 

（前 略） 

   第４節 附置研究所 

（附置研究所） 

第３０条 京都大学に、次に掲げる研究所を附置する。 

化学研究所 

人文科学研究所 

ウイルス・再生医科学研究所 

エネルギー理工学研究所 

生存圏研究所 

防災研究所 

基礎物理学研究所 

経済研究所 

数理解析研究所 

原子炉実験所 

霊長類研究所 

東南アジア研究所 

ｉＰＳ細胞研究所 

２ 前項に掲げる研究所（以下「附置研究所」という。）

の目的は、当該附置研究所規程の定めるところによる。 

３ 附置研究所のうち、化学研究所、人文科学研究所、

ウイルス・再生医科学研究所、エネルギー理工学研

究所、生存圏研究所、防災研究所、基礎物理学研究

所、経済研究所、数理解析研究所、原子炉実験所、

霊長類研究所及び東南アジア研究所は、国立大学の

教員その他の者で当該研究所の目的たる研究と同

一の分野の研究に従事するものに利用させるもの

とする。 

（研究所長） 

第３１条 附置研究所に所長を置き、京都大学の教授

をもって充てる。 

２ 所長は、当該附置研究所の教授会の議を踏まえ

て、総長が任命する。 

３ 所長の選考手続は、当該附置研究所の定めるとこ

ろによる。 

４ 所長の任期は、当該附置研究所規程の定めるとこ

ろによる。 

５ 第１６条第５項及び第６項の規定は、所長の場合

に準用する。 

（教授会） 

第３２条 附置研究所に、学校教育法第９３条第１項

に定める教授会を置く。 

２ 教授会の名称は、当該附置研究所規程の定めると

ころによる。 

 （審議事項） 

第３３条 教授会は、附置研究所に係る次の各号に掲

げる事項について審議し、総長が決定を行うに当た

り意見を述べるものとする。 

 

   第４節 附置研究所 

（附置研究所） 

第３０条 （同 左） 

化学研究所 

人文科学研究所 

ウイルス・再生医科学研究所 

 エネルギー理工学研究所 

 生存圏研究所 

防災研究所 

 基礎物理学研究所 

 経済研究所 

数理解析研究所 

原子炉実験所 

霊長類研究所 

東南アジア地域研究研究所 

ｉＰＳ細胞研究所 

２ （同 左） 

 

３ 附置研究所のうち、化学研究所、人文科学研究所、

ウイルス・再生医科学研究所、エネルギー理工学研

究所、生存圏研究所、防災研究所、基礎物理学研究

所、経済研究所、数理解析研究所、原子炉実験所、

霊長類研究所及び東南アジア地域研究研究所は、国

立大学の教員その他の者で当該研究所の目的たる

研究と同一の分野の研究に従事するものに利用さ

せるものとする。 

 （研究所長） 

第３１条 

 

２ 

 

３ 

 

４ 

 

５ 

 

 （教授会） 

第３２条 

 

２ 

 

 （審議事項） 

第３３条 

 

 

（同 左） 



改   正   前 改   正   後 

(1) 所長の選考及び解任に関する事項 

(2) 特定有期雇用教職員就業規則第２条第１号か

ら第４号までに掲げる者の採用、昇任及び懲戒処

分に関する事項その他特定有期雇用教職員就業

規則第７条第１項、第１１条第１項、第１３条第

１項及び第１６条により準用する教員就業特例

規則の規定によりその権限に属するものとされ

た事項 

(3) その他教授会の意見を聴いて総長が別に定め

る研究に関する重要事項 

２ 前項に掲げるもののほか、教授会は、総長又は当

該所長がつかさどる研究に関する事項について審

議し、及び総長若しくは当該所長の求めに応じ、又

は教授会が必要と認めるときは、意見を述べること

ができる。 

（議長） 

第３４条 教授会に議長を置き、所長をもって充てる。 

２ 議長は、教授会を主宰する。 

３ 前２条及び本条に定めるもののほか、教授会の組織

及び運営に関し必要な事項は当該教授会が定める。 

（研究部門） 

第３５条 附置研究所に、教員の役割分担及び連携の

組織的な体制を確保するための教員組織として研

究部門又はこれに代わる組織（次項において「研究

部門等」という。）を置く。 

２ 附置研究所に置く研究部門等は、京都大学の講

座、学科目、研究部門等に関する規程の定めるとこ

ろによる。 

（寄附研究部門及び共同研究部門） 

第３６条 附置研究所に、寄附研究部門又は共同研究

部門を置くことができる。 

２ 前項の規定の実施に関し必要な事項については、

総長が定める。 

（研究所附属の研究施設及びその長） 

第３７条 附置研究所に、当該附置研究所規程の定め

るところにより、附属の研究施設を置く。 

２ 前項の研究施設に長を置き、当該附置研究所の教

授又は准教授をもって充てる。 

（組織規程への委任） 

第３８条 前８条に定めるもののほか、附置研究所の

組織に関し必要な事項は、当該附置研究所規程の定

めるところによる。 

 （中 略） 

    第７節 全国共同利用施設 

（全国共同利用施設及びその長） 

第４５条 京都大学に、学術研究の発展に資するため

の施設として、次に掲げる全国共同利用施設を置

く。 

 (1) 

 (2) 

 

 

 

 

 

 

 (3) 

 

２ 

 

 

 

 

 （議長） 

第３４条 

２ 

３ 

 

 （研究部門） 

第３５条 

 

 

 

２ 

 

 

 （寄附研究部門及び共同研究部門） 

第３６条 

 

２ 

 

 （研究所附属の研究施設及びその長） 

第３７条 

 

２ 

 

（組織規程への委任） 

第３８条 

 

 

 

第７節 全国共同利用施設 

（全国共同利用施設及びその長） 

第４５条 （同 左） 

 

 

（同 左） 



改   正   前 改   正   後 

学術情報メディアセンター 

放射線生物研究センター 

生態学研究センター 

地域研究統合情報センター 

野生動物研究センター 

２ 前項の全国共同利用施設は、国立大学の教員その

他の者で、当該施設の目的たる研究と同一の分野の

研究に従事するものに利用させるものとする。 

３ 第１項の全国共同利用施設の目的は、当該施設規

程の定めるところによる。 

４ 全国共同利用施設に長を置き、京都大学の教授を

もって充てる。 

５ 全国共同利用施設の長は、当該施設の教授会の議

を踏まえて、総長が任命する。 

６ 全国共同利用施設の長の選考手続は、当該施設の

定めるところによる。 

７ 全国共同利用施設の長の任期は、当該施設規程の

定めるところによる。 

８ 第３２条から第３４条まで及び第３６条の規定

は、全国共同利用施設に準用する。 

９ 前各項に掲げるもののほか、全国共同利用施設に

関し必要な事項は、当該施設規程の定めるところに

よる。 

 （後 略） 

 

学術情報メディアセンター 

放射線生物研究センター 

生態学研究センター 

 

野生動物研究センター 

２  

 

 

３ 

 

４ 

 

５ 

 

６ 

 

７ 

 

８ 

 

９ 

 

 

 

   附 則 

 この規程は、平成２９年１月１日から施行する。 

 

（同 左） 


